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新旭区地域福祉計画策定スケジュールについて 

 

 

 

策定委員会 スケジュール（予定） 

 

 

７月３日   第 1 回本会開催（各部門から仮代表＋旭区医師会、旭区歯科医

師会、旭区薬剤師会、旭区民生委員児童委員協議会、旭区社会福

祉協議会） 

       アドバイザー：梅花女子大学玉置教授（専門地域福祉） 

             

 

 

地域福祉・高齢者福祉部会、障がい者福祉部会、児童福祉部会、生活困窮者支援

部会の各部会を２～３回開催 

  第１回障がい者福祉部会 7月 17日開催 

  以降他の部会を順次開催予定 

 

 

12月上旬頃に 2回目の本会開催（部会長、副会長、３師会等出席） 

             各部会からの報告 

             新旭区地域福祉計画原案の確定 

 

 

 

翌年 1月～ パブリックコメント実施 

 

 

 

３月中旬内容確定 
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令和元年度 旭区地域福祉計画策定委員会 部会構成 

 ◯児童福祉部会 

   あさひ子育て安心ネットワーク会議 

   旭区民生委員児童委員協議会 

   旭子育て支援センター 

   旭区子ども・子育てプラザ 

   市立保育所（旭区内） 

   市立幼稚園（旭区内） 

   旭区私立保育園協議会 

   旭区私立幼稚園協議会 

   市立小学校（旭区内） 

   旭区ＰＴＡ協議会 

   旭区こども食堂ネットワーク会議 

     旭区社会福祉協議会 

◯地域福祉・高齢者福祉部会 

   旭区地域包括支援センター運営協議会 

   旭区見守り相談室 

   旭区地域振興町会 

   旭区社会福祉施設連絡会 

   旭区民生委員児童委員協議会 

   旭区地域包括支援センター 

   旭区東部地域包括支援センター 

   旭区西部地域包括支援センター 

   旭区社会福祉協議会 

◯障がい者福祉部会 

旭区自立支援協議会本会  旭区社会福祉協議会 

旭区障がい者基幹相談支援センター 

                社会福祉法人地域ゆめの会 

                相談支援センターてのはな 

                生江障害者会館光生園 

                特定非営利活動法人さかえ会 

                社会福祉法人大阪福祉事業財団 

                NPO法人地域生活サポートネットほうぷ 

                特定非営利活動法人あゆみ倶楽部 

                北部地域障がい者就業・生活支援センター 

                大阪府立思斉支援学校 

                大阪府立光陽支援学校 

◯生活困窮者支援部会 

   旭区民生委員児童委員協議会 

   旭区くらし相談窓口 

   ハローワーク梅田 

   旭区社会福祉協議会 
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「大阪市地域福祉基本計画」 と 区が策定する地域福祉計画  との関係

位置づけ

大阪市地域福祉基本計画
区が策定する地域福祉計
画を支援する基礎的計画

区が策定する
          地域福祉計画

区の実情や特性に応じた
地域福祉計画を推進する
ための中心的な計画

今までは

2004（平成１６）年度

2005（平成１７）年度

2006（平成１８）年度

2007（平成１９）年度

2008（平成２０）年度

2009（平成２１）年度

2010（平成２２）年度

2011（平成２３）年度

2014（平成２６）年度

2015（平成２７）年度

2016（平成２８）年度

2017（平成２９）年度

2018（平成３０）年度

2019（令和元）年度

2020（令和２）年度

2021（令和３）年度

2022（令和４）年度

2023（令和５）年度

2024（令和６）年度
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2013（平成２５）年度

大阪市地域福祉基本計画
 2018（平成30）年度～

2012（平成２４）年度

大阪市地域福祉推進指針
　　2012(平成24）年12月～

内容

・基本理念、目標
・各区に共通した福祉課題への対応として、最低限実施する
  基礎的部分となるしくみ
・市全体で中長期的な視点をもって進めていくことが必要な
  取り組み

・地域福祉に関する区の方針

・住民の地域福祉活動を支える取組み

・区域全体に共通する福祉課題への対応

新　旭区地域福祉計画(予定）
2020（令和2）年度～

大阪市地域福祉計画(第１期）
2004(平成16）年度～

大阪市地域福祉計画(第２期）
2009(平成21）年度～

旭区地域福祉ビジョン
2015(平成27）年度～

旭区
地域福祉
アクション
プラン
(あさひ
あったか
まちづくり
計画)
2006(平成
18)年度～



大阪市地域福祉基本計画 概要 

基本目標１ 

みんなで支え合う地域づくり 

施策の方向性 

１－１ 住民主体の地域課題の解決力強化 

（１）地域での支え合い、助け合いの意識づくり 

あらゆる世代の住民が、身近な地域での「つながり」の大切さを実

感し、地域の課題を自分自身の課題として捉え、地域全体で解決に

取り組む意識づくりは必要。 

（２）地域福祉活動への参加の促進 

地域福祉活動には関心があるが情報不足から参加に至っていない

人に対しては、イベント等の協力のように期間やテーマが限られ

た活動など、取り組みやすい活動事例の情報を発信することが必

要。 

高齢者や子育て世代が、これまでの知識や経験を活かして、地域福

祉活動に参加できるようなきっかけやこどもと共に参加できる環

境を整えることが必要。 

（３）住民が主体的に地域課題を把握し解決できる体制づくり 

孤独死防止や認知症高齢者に関する見守りの取り組みなどは、地

域の力がなくては成り立たないものであり、地域と行政との信頼

関係のもと協働して地域福祉を推進することが重要。 

（４）専門職による地域福祉活動への支援 

住民主体の地域福祉活動を推進するためには、福祉専門職による

支援が必要 

１－２ 地域福祉活動への多様な主体の参画と協働の推進 

(１) 多様な主体の参画と協働 

地域福祉活動を推進するためには、町会・地域社協などの地縁団体、

保健・医療・福祉の増進を図っているボランティア団体やＮＰＯ法

人と地域住民、行政といった多様な主体が協働のもと、地域の福祉

活動に継続的に取り組むことが必要 

(２) 社会資源の有効活用 

多様な主体が活動する際には、市内の大学等に通学する学生、市内

で活動する専門的なスキルを有する人材、地域集会所やコミュニテ

ィ施設、空家、空き店舗などを有効に活用することが必要。 
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１－３ 災害時等における要援護者への支援 

（１）災害時における要援護者への支援 

地域において、高齢者や障がい者、乳幼児がいる家族、外国籍住民

等を含めすべての住民が、被災時に適切な支援を受けられるよう、

区役所を中心に地域の自主防災組織と連携し、災害時避難所への誘

導や福祉避難所への搬送等の防災訓練を実施することが必要。 

（２）災害時に備えた地域におけるつながりづくり 

実際に災害が発生した時に、高齢者や障がい者などの避難行動要支援

者への対応を迅速かつ的確に行うためには、行政だけでなく身近な地

域の住民が普段から適切に把握しておくことが必要。 

 

 

基本目標２ 

新しい地域包括支援体制の確立 

施策の方向性 

２－１ 地域における見守り活動の充実 

地域における見守り活動の目的は、手助けを必要としている人や気が

かりな人を対象として、地域住民が「あいさつ」や「声かけ」、「生活

の様子を気にかける」といった活動を通じて共に支えあって暮らし続

けることができる地域づくりを進めることであるが、近年単身高齢者

の増加や地縁関係の希薄化が急速に進んでいる。 

民生委員・児童委員の活動や児童の登下校の見守り活動などこれま 

での取り組みに加え、2015（平成 27）年度から「地域における要援

護者の見守りネットワーク強化事業」を実施し、①「同意を得た要援

護者情報」の地域との共有 ②孤立世帯への福祉専門職の対応 ③認

知症高齢者の行方不明時の早期発見に取り組んでいる。 

２－２ 相談支援体制の充実 

（１）複合的な課題等を抱えた人への支援 

複数分野の問題や複雑に絡む問題を抱える対象者や世帯に対し、分野

を問わない包括的な相談・支援を実現するため、2017（平成 29）年

度から、モデル事業として市内 3区において各区担当者・各相談支援

機関や地域の関係者が一堂に会する「総合的な支援調整の場（つなが

る場）」を開催し、相談支援機関・地域・行政が一体となって「相談

支援体制の整備」に向けて取り組んでいる。 
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(２) 生活困窮者自立支援制度との連携 

低賃金の非正規雇用労働者やいわゆるニート・ひきこもりの若者が

増え、生活困窮あるいは生活困窮に陥るリスクの高い人の増加が深

刻化している。 

2015（平成 27）年度から相談窓口を全区に設置し、生活に困りご

とや不安を抱えている場合にまず相談していただくよう呼びかけ、

支援員が相談者と一緒に考えながら具体的なプランを作成するな

ど、自立に向けた支援を行っている。 

(３)こどもの貧困対策との連携 

困窮度の高い子育て世帯には複合的な課題があることや、困窮度が

高いにもかかわらず適切な支援を受けていないケースがある実態

がわかっている。 

こどもたちが多くの時間を過ごす学校において支援を必要とする

子どもを発見し、その世帯全体を適切な支援に繋ぐことができる、

教育分野と福祉分野が連携する仕組みが必要。 

（４）相談支援体制を支える人材の育成・確保 

複合的な課題を抱えた人を包括的に支援するために、相談支援機関

や区役所職員には、さまざまな施策分野の相談支援機関の機能・役

割の広範な知識や、相談支援のノウハウなどの専門性が求められる。 

 

２－３ 権利擁護支援体制の強化 

（１）虐待防止の取り組みの推進 

個人の尊厳を冒す重大な権利侵害である虐待の防止および早期発

見・対応の取り組みは、引き続き確実に取り組む必要があり、特に

児童虐待は社会全体で早急に解決すべき重要な課題としている。 

（２）成年後見制度等の利用促進 

認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者の方が地域で安心して

自立した生活を送るため、判断能力の程度や生活の状況を踏まえた

支援が求められており、権利擁護支援体制の連携に向けてさまざま

な主体が連携していく必要がある。 
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